
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)

新潟県 新潟市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

773,911
649.95

296,887,557
292,505,966

2,931,651

人(H17.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.67]

類似団体内順位

[ 2/3 ]

全国市町村平均

0.47
新潟県市町村平均

0.45
0.63

0.64

0.65

0.66

0.67

0.68

0.69

0.64

0.68

0.66

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.67

新潟市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.9%]

類似団体内順位

[ 2/3 ]

全国市町村平均

90.5
新潟県市町村平均

88.6

(%)

89.0

88.0

87.0

86.0

85.0

84.0

83.0

82.0

87.8

82.9

86.2

86.9

公債費負担の健全度

起債制限比率 [10.9%]

類似団体内順位

[ 2/3 ]

全国市町村平均

11.2
新潟県市町村平均

11.2

(%)

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

14.7

7.3

11.2 10.9

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [427,636円]

類似団体内順位

[ 2/3 ]

全国市町村平均

466,109
新潟県市町村平均

475,558

(円)

480,000

460,000

440,000

420,000

400,000

380,000

360,000

340,000

454,857

362,116

419,593
427,636

給与水準の適正度（国との比較）

ラスパイレス指数 [99.5]

類似団体内順位

[ 1/3 ]

全国市平均

97.6
全国町村平均

93.7
100.4

100.2

100.0

99.8

99.6

99.4

99.2

100.3

99.5

99.9

99.5

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.92人]

類似団体内順位

[ 3/3 ]

全国市町村平均

8.12
新潟県市町村平均

9.45

(人)

8.50

8.00

7.50

7.00

6.50

6.00

5.50

7.92

6.09

7.10

7.92

財政力

財政構造の弾力性

公債費負担の健全度

定員管理の適正度

給与水準の適正度
（国との比較）

将来負担の健全度

類似団体平均

新潟市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：市町村合併に伴って，平成１５年度の旧新潟市指数との比較では０．０７低下となっているが，合併
              市町村合算による指数との比較では０．０１の伸びとなっている。今後とも税の収納率向上等の債権
              管理に万全を期すことなどで，財政の健全化を図る。
経常収支比率：類似団体平均を上回っており，人件費，扶助費など全体的に悪化している。今後，合併後の人
　　　　　　　員配置の適正化や組織の統廃合による人件費の抑制，施設維持費の見直し等により，義務的経費
　　　　　　　の削減を行い，財政健全化に努める。
起債制限比率：類似団体平均を若干下回っているが，今後も交付税措置のある起債を主に活用し，引き続き水
　　　　　　　準を抑える。
人口１人当たり地方債現在高：市町村合併に伴う合併建設計画により発行額が増加し，類似団体平均を上回っ
　　　　　　　ている。後世への負担を少しでも軽減するよう，今後とも事業の選択と集中に努め，財政の健全化
　　　　　　　を図る。
ラスパイレス指数：平成１６年度は１０１．９と高い水準にあったが，平成１７年４月に職務給制度を導入するとと
　　　　　　　もに，合併前の新潟市職員に対し９月の昇給延伸を行った。合併による効果もあり，平成１７年度は
　　　　　　　９９．５となった。さらに下がる見込みである。
　　　　　　　　諸手当は，特殊勤務手当について廃止や支給要件の見直しなどを行う。
人口１，０００人当たり職員数：公立保育園を多く設置し，また，全国有数の大農業都市であるため，当該部門に
　　　　　　　多くの職員を配置し，類似団体平均を上回る状況となっている。平成１７年３月２１日に近隣１２市町
　　　　　　　村と合併をし，総務，企画等の管理部門の集中化等により，１３９人（１．８％）の職員数削減を図った
　　　　　　　ところであるが，今後とも行財政改革を推進し，平成１７年度策定予定の新たな定員適正化計画に
　　　　　　　基づき，今後５年間で６６０人（８．１％）の職員数削減に努める。


